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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

        ３．当社は、第43期第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、第42期第２四半期連

結累計期間及び第42期連結会計年度に代えて、第42期第２四半期累計期間及び第42期事業年度について記載

しております。 

    ４．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第42期

第２四半期 
累計期間 

第43期
第２四半期 

連結累計期間 
第42期

会計期間 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成23年
４月１日 

至平成23年 
９月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成23年 
３月31日 

売上高（千円）  1,458,541  1,720,096  3,165,035

経常利益（千円）  387,173  547,713  1,019,028

四半期（当期）純利益（千円）  216,617  301,186  586,578

四半期包括利益又は包括利益 

（千円） 
 －  301,212  －

純資産額（千円）  3,942,265  4,466,379  4,320,729

総資産額（千円）  4,982,715  5,626,729  5,350,864

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 59.72  83.03  161.71

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  161.40

自己資本比率（％）  77.9  77.9  79.5

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 670,181  490,819  906,269

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △509,777  △3,934  △796,969

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △217,280  △217,649  △218,208

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 956,977  1,240,100  904,946

回次 
第42期

第２四半期 
会計期間 

第43期
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間 

自平成22年
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成23年
７月１日 

至平成23年 
９月30日 

１株当たり四半期純利益金額

（円） 
 35.73  50.52
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 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要 

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありませんが、株式会社プロシップフロンティアの重要

性が高まったため、第１四半期連結会計期間より連結子会社とし、連結財務諸表を作成しております。 

２【事業の内容】
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当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。 

 また、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較分析はおこな

っておりません。 

  

(1) 業績の状況 

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災による自粛ムードが和らぎ、徐々に景気の持ち

直しが期待されるものの、一方で欧米市場における金融不安を反映した円高と株価の低迷が進行するなど、依然不

透明な状況が続いております。 

 情報サービス業界においては、顧客企業のシステム投資に対する抑制傾向が継続しており、引き続き厳しい事業

環境となりました。 

 このような状況下で当社は、主力の固定資産システムにおいて既存ユーザーのバージョンアップ及びグループ会

社への導入に伴う新規ユーザーの獲得等、積極的に営業活動を行ってまいりました。 

 上記の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は1,720百万円となりました。利益面においては、パッケージ

ソリューション事業において、ライセンス売上の増加及び開発工程のテンプレート化等の効率化効果や、販売管理

システムの品質向上等により原価率を抑えることが出来たこと等から、営業利益542百万円、経常利益547百万円、

四半期純利益301百万円となりました。 

 なお、前年同四半期累計期間における単体業績は、売上高1,458百万円、営業利益378百万円、経常利益387百万

円、四半期純利益216百万円でありました。 

  

 セグメントの業績は次の通りであります。 

①パッケージソリューション事業 

 主力の固定資産システムにおいて、既存ユーザーのバージョンアップ及び新規ユーザーの獲得を行ってまいりま

した。この結果、売上高は1,543百万円、営業利益は506百万円となりました。 

②その他事業 

 その他事業におきましては、新規の受託開発案件の獲得や運用管理案件の作業領域の拡大に取り組みました。こ

の結果、売上高は176百万円、営業利益は36百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、1,240百万円となりま

した。 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益545百万円、前受金の増加118百万円、法人税

等の支払276百万円等により、490百万円の収入となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による支出3,100百万円、定期預金の払戻による収入

3,200百万円、無形固定資産の取得による支出76百万円、有形固定資産の取得による支出42百万円、本社移転に伴

う敷金の差入による支出44百万円、敷金の回収による収入56百万円等により、３百万円の支出となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払により217百万円の支出となりました。 

    

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

 当第２四半期連結累計期間においては、第１四半期累計期間から引き続き、パッケージソリューション事業に

て、主にクラウドコンピューティング等の対応に向けた製品基盤の調査・研究を行いました。これらの結果、当第

２四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は、55,962千円となりました。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成23年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行されたものは含まれておりません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

   

 該当事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  14,880,000

計  14,880,000

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成23年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  3,757,000  3,757,000

大阪証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード） 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式であり、単

元株式数は100

株でありま

す。 

計  3,757,000  3,757,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
増減額 

（千円） 

資本準備金
残高 

（千円） 

 平成23年７月１日～ 

 平成23年９月30日 
 －  3,757,000  －  431,125  －  396,725
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（注） １ 上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社のうち、信託業務に係る株式数は、153千株であります。 

２ 上記野村信託銀行株式会社のうち、信託業務に係る株式数は、70千株であります。 

３  フィデリティ投信株式会社から、平成23年７月７日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成23年６月

30日現在で334,400株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点

における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  なお、フィデリティ投信株式会社の大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりであります。  

     大量保有者    エフエムアール エルエルシー（FMR LLC） 

       住所       米国 02109 マサチューセッツ州ボストン、デヴォンシャー・ストリート82 

               （82 Devonshire Street, Boston, Massachusetts 02109, USA）  

     保有株券等の数  株式 334,400株 

       株券等保有割合  8.90％                      

  

（６）【大株主の状況】

  平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

鈴木 勝喜 東京都立川市  1,760  46.87

メロンバンクエヌエートリー 

テイークライアントオムニバ 

ス 

（常任代理人 株式会社三菱 

東京ＵＦＪ銀行） 

ONE MELLON BANK 

CENTER,PITTSBURGH,PENNSYLVANIA, UNITED 

STATES OF AMERICA 

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 

 223  5.95

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社(信託口) 
東京都港区浜松町２丁目１１－３  153  4.07

ビービーエイチフォーフイデ

リテイーロープライスストッ

クファンド 

（常任代理人 株式会社三菱 

東京ＵＦＪ銀行） 

40 WATER STREET,BOSTON MA 02109 U.S.A 

（東京都千代田区丸の内２丁目７―１） 
 131  3.50

株式会社プロシップ 東京都文京区後楽２丁目３－２１  129  3.45

長谷部 政利 東京都練馬区  93  2.48

中野 美智子 東京都三鷹市  77  2.06

野村信託銀行株式会社（投信

口）  
東京都千代田区大手町２丁目２－２  70  1.86

川久保 真由美 東京都世田谷区  45  1.20

今泉 智 東京都町田市  45  1.20

計 －  2,729  72.64
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①【発行済株式】 

 （注） 単元未満株式の欄には、自己株式が40株含まれております。 

   

②【自己株式等】 

  

  

該当事項はありません。 

（７）【議決権の状況】

  平成23年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
 普通株式 

        129,700
－ － 

完全議決権株式（その他） 
 普通株式 

 3,626,300
 36,263

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式 

単元未満株式 
 普通株式 

 1,000
－ 同上 

発行済株式総数  3,757,000 － － 

総株主の議決権 －  36,263 － 

  平成23年9月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社プロシップ  
東京都文京区後楽 

２－３－21 
 129,700 －  129,700  3.45

計 －  129,700 －  129,700  3.45

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 当社は、平成23年４月１日付で、受託開発及び運用管理等部門を株式会社プロシップフロンティアに事業譲渡し 

たことに伴い、子会社の重要性が増したことから、当該子会社を連結対象とし、第１四半期連結会計期間より四半 

期連結財務諸表を作成しており、比較情報は記載しておりません。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平

成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 4,340,534

売掛金 658,413

仕掛品 22,365

原材料及び貯蔵品 1,324

その他 93,523

流動資産合計 5,116,161

固定資産  

有形固定資産 48,854

無形固定資産  

ソフトウエア 180,898

その他 2,614

無形固定資産合計 183,513

投資その他の資産 278,199

固定資産合計 510,567

資産合計 5,626,729

負債の部  

流動負債  

買掛金 89,026

未払法人税等 248,572

賞与引当金 124,104

役員賞与引当金 33,499

受注損失引当金 696

その他 463,139

流動負債合計 959,038

固定負債  

退職給付引当金 91,710

役員退職慰労引当金 109,600

固定負債合計 201,311

負債合計 1,160,349
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

純資産の部  

株主資本  

資本金 431,125

資本剰余金 396,725

利益剰余金 3,681,124

自己株式 △120,681

株主資本合計 4,388,292

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金 △3,098

その他の包括利益累計額合計 △3,098

新株予約権 81,186

純資産合計 4,466,379

負債純資産合計 5,626,729
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

売上高 1,720,096

売上原価 717,134

売上総利益 1,002,961

販売費及び一般管理費 ※1  460,122

営業利益 542,839

営業外収益  

受取利息 3,411

雑収入 1,420

その他 110

営業外収益合計 4,943

営業外費用  

支払利息 69

営業外費用合計 69

経常利益 547,713

特別利益  

新株予約権戻入益 376

保険解約返戻金 2,712

特別利益合計 3,088

特別損失  

固定資産除売却損 5,397

特別損失合計 5,397

税金等調整前四半期純利益 545,404

法人税等 244,217

少数株主損益調整前四半期純利益 301,186

四半期純利益 301,186
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 301,186

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 26

その他の包括利益合計 26

四半期包括利益 301,212

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 301,212
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 545,404

減価償却費 61,293

賞与引当金の増減額（△は減少） 76,538

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 1,499

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,859

受注損失引当金の増減額（△は減少） △11,543

受取利息及び受取配当金 △3,521

固定資産除売却損益（△は益） 5,397

売上債権の増減額（△は増加） △33,398

たな卸資産の増減額（△は増加） 17,879

仕入債務の増減額（△は減少） △16,605

前受金の増減額（△は減少） 118,979

その他 △6,489

小計 763,291

利息及び配当金の受取額 3,629

利息の支払額 △69

法人税等の支払額 △276,030

営業活動によるキャッシュ・フロー 490,819

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △3,100,465

定期預金の払戻による収入 3,200,454

有形固定資産の取得による支出 △42,129

無形固定資産の取得による支出 △76,466

敷金の差入による支出 △44,661

敷金の回収による収入 56,419

その他 2,915

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,934

財務活動によるキャッシュ・フロー  

配当金の支払額 △217,649

財務活動によるキャッシュ・フロー △217,649

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 269,236

現金及び現金同等物の期首残高 970,864

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,240,100
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

（1）連結の範囲の重要な変更 

  第１四半期連結会計期間より、株式会社プロシップフロンティアを重要性が増したことにより、連結の範囲に 

含めております。 

【会計方針の変更等】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用） 

 第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月

30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30

日公表分）を適用しております。 

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプ

ションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額

のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。 

 なお、これによる影響はありません。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。  

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 
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当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 

配当金支払額 

当第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

                                                                        （単位：千円）

 （注）１．セグメント利益の調整額△208千円は、セグメント間取引消去によるものであります。 

       ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 該当事項はありません。  

【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与手当 103,483千円

賞与引当金繰入額 32,507  

役員賞与引当金繰入額 33,499  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成23年９月30日現在）

 （千円）

  

 現金及び預金勘定  4,340,534

 預入期間が3か月を超える定期預金  △3,100,434

 現金及び現金同等物  1,240,100

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月22日 

定時株主総会 
普通株式  217,635  60 平成23年３月31日 平成23年６月23日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

報告セグメント
調整額
（注）１ 

四半期連結損益計算書
計上額 

（注）２ 
パッケージ 

ソリューション事業 
 その他事業 

売上高         

外部顧客への売上高  1,543,514  176,581  －  1,720,096

セグメント間の内部
売上高又は振替高  14,896  2,860  △17,756  －

計  1,558,410  179,441  △17,756  1,720,096

セグメント利益  511,405  31,642  △208  542,839
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 金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。 

  

 有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。 

  

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。    

  

    該当事項はありません。 

  

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

（会計方針の変更） 

 第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月30

日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30日公

表分）を適用しております。 

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプシ

ョンについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額のう

ち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。 

 なお、これによる影響はありません。  

  

    該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。  

  

（金融商品等関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（企業結合等関係）

（１株当たり情報）

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 83 03

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円）  301,186

普通株主に帰属しない金額（千円）  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  301,186

普通株式の期中平均株式数（千株）  3,627

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

  －

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年11月11日

株式会社プロシップ 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 小出 検次  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 跡部 尚志  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社プロシ

ップの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平

成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社プロシップ及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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